平成２８年度尾鷲市障害者就労施設等及び障がい者
雇用促進企業からの物品等の調達方針

平成28年7月
　　障がいのある人が自立した生活を送っていくうえで、就労によって経済的な生活基盤を確立することは重要な要素のひとつとなります。

　　そのためには、障がい者雇用を支援することに加え、障がい者が就労する事業所等の仕事を確保し、その経営基盤を強化する取組が求められています。　　　

このような状況の中、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（以下、「法」という。）」が平成２５年４月１日から施行され、地方公共団体等においては、障害者就労施設等から物品・役務（以下、「物品等」という。）の調達推進を図るため、毎年度、調達目標を含めた調達方針を策定・公表することが義務づけられました。
尾鷲市では、この法第９条の規定に基づき、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を策定する。

１　実施機関
市の全組織を対象とする。
２　対象とする施設等
（１）障害者就労施設等（国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に
関する法律第２条第４項に規定する施設等）
（２）障がい者雇用促進企業(障がい者の雇用促進に積極的に取り組む企業として､県に
登録された事業所)
　（３）社会的事業所（三重県社会的事業所設置運営要綱に基づき運営される事業所）
３　調達する物品、役務の提供および調達の目標

　　市が施設等から調達する物品、役務の提供は可能な物品・役務の提供とし、調達目標
については、次のとおりとします。

なお調達実績においては市ホームページ等を利用し公表する。
	種別
	調達品目等
	調達目標額

	物品
	①事務用品
②食料品(ﾊﾟﾝ・弁当・ｸｯｷｰ等）
③小物雑貨

④その他の物品
	250千円以上

	役務
	1 印刷

2 清掃・施設管理

3 その他のサービス・役務
	500千円以上

	合計
	750千円以上


４　調達の推進方法

　　障害者就労施設等からの物品の調達を推進するために、次のような方法を実施する。

　（１）障害者就労施設等から調達可能な物品や役務の提供の情報を収集し、各部署に対してその情報を提供する。

　（２）障害者就労施設等から物品等を優先的に調達するよう、各部署に対し依頼する。
　（３）生産能力や納期の関係で単独の事業所では需要に応じることができない場合など物品等の受注情報については共同受注窓口みえの情報等の活用を検討する。
（４）市地域情勢を考慮し、地元商店やシルバー人材センター等への影響を十分に配慮したうえで障害者就労施設等からの物品等の調達に努める。
５　調達方針に関する担当窓口

　　この調達方針に関する担当窓口は、福祉保健課とする。

